
１７３億円（平成２５年度予算額　１０１億円）

（単位：千円）

１．実施体制 3,082,334 2,498,577

☆
○

文部科学省 2,233,799 1,719,294 左記の内数

☆ ○ 厚生労働省 8,369 8,351

☆ ○ 厚生労働省 462 450

☆
○

厚生労働省 38,227 37,390 左記の内数

○
厚生労働省 2,501 2,500

☆ ○ 財務省 19,271 21,412

○
厚生労働省 564 1,961

○
厚生労働省 1,435 1,359

○
総務省 2,075 2,075

☆
○

警察庁 15,364 10,583

　新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、政令、省令、行動計画等を策定するために、新型インフ
ルエンザ等対策閣僚会議決定により新型インフルエンザ等対策有識者会議の下に医療・公衆衛生分科会を設
置し、医療等の提供体制などについて議論する。

　　〔総務省における感染防止対策〕

発生時における業務継続のため、マスク、手指消毒用アルコール及び消毒用手袋を備蓄するもの
また、庁舎内における感染防止対策のため、手指消毒用アルコールを購入するもの

　　〔警察における感染防護資機材等の整備〕

警察官等に対する感染防護措置及び外部への感染拡大防止を徹底するため、感染防護用品を整備するもの
【再掲】

　　〔防衛省・自衛隊における感染防護資器材の整備等〕

　　〔国民に対する普及啓発〕

行動計画の改定に基づき、新型インフルエンザ発生時には、地域の発生状況に応じ都道府県ごとに実施すべ
き対策を判断するとされたことを踏まえ、発生時の迅速な対応に備え、国と都道府県等が危機管理の観点か
ら連携強化を図り、対策の準備を行う。

　　〔税関職員の二次感染源予防対策〕

水際対策として税関職員の二次感染源予防対策に係る物品を購入するもの【再掲】

　　〔新型インフルエンザ専門家会議等〕

近年、新型インフルエンザ(Ｈ５Ｎ１)の発生が高まっていることから、新型インフルエンザ対策行動計画に基
づく対策に関する専門的技術的事項について、調査審議するために、新型インフルエンザ専門家会議及び
ワーキンググループを開催し体制を強化するもの

　　〔感染症研究国際ネットワーク推進プログラム〕

「感染症研究国際ネットワーク推進プログラム」を引き続き実施し、国内外の研究拠点における感染症対策
を支える基礎研究を集中的・継続的に進め、知見の集積・人材育成等を推進するためのもの【再掲】

医療従事者や実検査機関職員を対象とした研修を実施するもの【再掲】

　　〔感染症対策アドバイザー養成セミナー〕

感染症担当医や感染症の公衆衛生知識を有する行政官に対し、感染症臨床のみならず、疫学や法制度につい
て専門的知識を有するアドバイザーの養成を行い、地域における感染症担当者間の強化を図る【再掲】

　　〔感染症対策特別促進事業〕

新型インフルエンザを始めとした感染症の発生予防・まん延防止及び発生時に的確に対応するため、地域に
おける対策の検討及び訓練を実施するためのもの【再掲】

平成２６年度新型インフルエンザ等対策関係概算要求額 調べ

新型インフルエンザ等対策関係概算要求額

事　　　　　　　　項 担当府省
①

２６年度
概算要求額

②
２５年度
予算額

備考

参考資料２
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（単位：千円）

事　　　　　　　　項 担当府省
①

２６年度
概算要求額

②
２５年度
予算額

備考

☆ ○ 防衛省 44,478 60,092

☆
○

海上保安庁 5,810 5,810

☆ ○ 厚生労働省 478,141 453,195 左記の内数

☆
○

国土交通省 182 226

○ 厚生労働省 6,688 5,447 左記の内数

☆ ○ 厚生労働省 166,041 105,119 左記の内数

○ 経済産業省 271 0

○ 国土交通省 6,784 6,651 左記の内数

○ 内閣官房 51,872 56,662

２．サーベイランス・情報収集 3,912,065 3,338,713

○
厚生労働省 8,105 8,105

○

厚生労働省 779,932 776,728

新型インフルエンザ対策
については、

左記概算要求額・予算額
の内数（以下、左記の内

数）

○ 厚生労働省 544 544 左記の内数

○

厚生労働省 58,662 58,374 左記の内数

○
厚生労働省 87,134 87,134 左記の内数

○
厚生労働省 28,498 28,423 左記の内数

大規模ﾃﾛ等の緊急事態に対応する危機管理体制の整備のための調査経費

新型インフルエンザ等対策費（政府全体の取組を推進するために必要な経費）

外国船舶監督官が配置されている港には、新型インフルエンザ発生地域から来航する船舶が入港する可能性
があることから、外国船舶に立ち入り、監督する必要がある外国船舶監督官のための防護服等を購入するも
の【再掲】

　　〔国際協力の推進〕

特殊・不明感染症発生緊急対応に必要な経費

感染症対策事業（ＷＨＯ拠出金）【再掲】

　　〔その他〕

経済産業省の感染防止対策（職員向け備蓄物品）

在外邦人輸送、医療、国内物資輸送等に従事する者のための感染防護資器材、感染防護具等を整備するもの
【再掲】

　　〔海上保安庁における個人防護具等の整備〕

巡視船艇・航空機による邦人輸送、密入国者に対する監視取締りの強化、停留措置船舶に対する警戒警備や
患者・医薬品の搬送等に必要な個人防護具や水際対策用資器材等を整備するもの（感染性産業廃棄物処理経
費）【再掲】

　　〔検疫体制の強化〕

検疫所における水際対策の強化を図るもの【再掲】

　　〔外国船舶監督官の防護服等の整備〕

【感染症発生動向調査システム費】感染症発生動向調査に必要なシステムの運用経費である。

【動物由来感染症対策費】「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」第56条の2に基づ
く、届出対象動物の輸入届出手続きの処理に必要なシステムの運用経費等である。

　　〔食品中のウイルスの高感度迅速試験法およびマネジメント手法の標準化に関する研究〕

食品からのウイルス検出法の開発及び国内外で開発されている食品からのウイルス検出法を分析評価し、食
品ごと、ウイルスごとの検査法を標準化し、我が国の公定法を作成するとともに、標準化された検査法を用
いて、食品等の汚染状況調査、食品等におけるウイルスの不活化方法等の検討を実施するもの

　　〔通常のサーベイランス〕

【感染症発生動向調査事業費】「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」第61条第3項
に基づき、国内の感染症に関する情報を迅速に収集、解析、還元するための発生動向調査事業に要する必要
な経費の一部を負担するもの。

【感染症発生動向調査費】感染症発生動向調査に必要な現地指導旅費である。

【感染症流行予測調査費】感染症の流行を予測するため、個々の疾病について集団免疫の現況把握及び病原
体の検索等の調査を全国的規模で実施し、その疾病の疫学的特性を的確に把握し、各種疫学資料と併せ総合
的に評価解析を行い、予防接種等の効果的な運用を図り、さらに長期的視野にたち総合的に疾病の流行を予
測することにより、今後の流行疾病に対する予防対策に資するための経費である。
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（単位：千円）

事　　　　　　　　項 担当府省
①

２６年度
概算要求額

②
２５年度
予算額

備考

○
厚生労働省 10,214 10,214

○

厚生労働省 31,036 30,556

○
厚生労働省 250,240 259,687 左記の内数

○ 厚生労働省 19,636 19,921 左記の内数

○ 厚生労働省 166,041 105,119 左記の内数

○
文部科学省 2,233,799 1,719,294 左記の内数

○
環境省 69,990 69,800 左記の内数

○
厚生労働省 40,354 38,036 左記の内数

○ 厚生労働省 52,054 51,210 左記の内数

○
厚生労働省 5,836 5,768 左記の内数

☆ ○ 環境省 69,990 69,800 左記の内数

３．情報提供・共有 74,879 72,803

○
厚生労働省 905 905

☆ ○ 厚生労働省 19,636 19,921 左記の内数

○
厚生労働省 13,315 13,282

○ 厚生労働省 669 659

☆
○

厚生労働省 40,354 38,036 左記の内数

　　〔その他〕

国立感染症研究所感染症情報センター経費（感染症情報の収集、解析及び提供を行っている感染症情報セン
ターの運営）【再掲】

感染症情報や通知等の全国で斉一的に提供すべき情報について、国の指示を医療現場などにも直接届けるた
めの専用のメール配信システムを運用するためのもの

　　〔検疫体制の強化〕

検疫所において、海外感染症情報の収集・提供を行い、海外渡航者に対する普及啓発等を図るもの【再掲】

　　〔国民に対する普及啓発〕

新型インフルエンザ発生時において、国民が適切に行動できるよう、必要な情報を共有するための会議を開
催するとともに、適切な医療を提供するために必要な診察、治療に関する医療従事者向けの情報提供を実施
するもの

特定感染症予防対策推進費（特定感染症に関する情報提供による普及啓発等）

　　〔その他〕

国立感染症研究所感染症情報センター経費（感染症情報の収集、解析及び提供を行っている感染症情報セン
ターの運営）

病原体ゲノム解析・応用経費（新たな病原体の出現に対応したゲノム情報を解析・把握）

血清情報管理運営事業（感染症対策に必要な血清の検査・解析を行い、WHO指定に基づく血清バンクの運
営、流行予測調査を行うもの）

野生鳥獣感染症対策事業（鳥インフルエンザに係る調査、モニタリング等）【再掲】

　　〔情報提供迅速化経費〕

　　〔検疫体制の強化〕

検疫所において、海外感染症情報の収集・提供を行い、海外渡航者に対する普及啓発等を図るもの

　　〔国際協力の推進〕

感染症対策事業（ＷＨＯ拠出金）

「感染症研究国際ネットワーク推進プログラム」を引き続き実施し、国内外の研究拠点における感染症対策
を支える基礎研究を集中的・継続的に進め、知見の集積・人材育成等を推進するためのもの

野生鳥獣感染症対策事業（近隣諸国における渡り鳥の感染症に係る情報集約等）

【新型ウイルス系統調査・保存事業費】新型ウイルスの系統調査及び保存を実施することにより、新型イン
フルエンザの大流行等に備えるものであり、ワクチンを緊急に製造するための体制整備に必要な経費であ
る。

【インフルエンザ薬耐性株サーベイランス事業費】
　インフルエンザウイルスの型・亜型、抗原性、抗インフルエンザウイルス薬への感受性等を調べ、流行す
るウイルスの正常を把握するために必要な経費である。

　　〔次世代免疫制御療法基盤技術開発プロジェクト〕

次世代感染症ワクチンの開発を推進するために、次世代インフルエンザワクチン等開発の基礎・応用研究、
粘膜ワクチンの開発の基礎・応用研究、ワクチン効果を高める新規アジュバント（免疫増強剤）の開発研究
を実施するもの
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（単位：千円）

事　　　　　　　　項 担当府省
①

２６年度
概算要求額

②
２５年度
予算額

備考

４．予防・まん延防止 7,729,275 1,308,826

○ 厚生労働省 5,850,000 当初予算：0
H24年度補正予算
繰越：5,850,000

○ 厚生労働省 495,360 当初予算：0
H24年度補正予算
繰越：495,360

○ 厚生労働省 10,310 10,310

○ 厚生労働省 7,800 0

○
厚生労働省 57,693 57,622

○
厚生労働省 38,227 37,390 左記の内数

○ 厚生労働省 24,214 24,214

○ 厚生労働省 478,141 453,195 左記の内数

○ 財務省 19,271 21,412

○
警察庁 15,364 10,583

○ 防衛省 44,478 60,092

○
海上保安庁 5,810 5,810

○
国土交通省 182 226

外国船舶監督官が配置されている港には、新型インフルエンザ発生地域から来航する船舶が入港する可能性
があることから、外国船舶に立ち入り、監督する必要がある外国船舶監督官のための防護服等を購入するも
の

警察官等に対する感染防護措置及び外部への感染拡大防止を徹底するため、感染防護用品を整備するもの

　　〔防衛省・自衛隊における感染防護資器材の整備等〕

在外邦人輸送、医療、国内物資輸送等に従事する者のための感染防護資器材、感染防護具等を整備するもの
【再掲】

　　〔海上保安庁における個人防護具等の整備〕

巡視船艇・航空機による邦人輸送、密入国者に対する監視取締りの強化、停留措置船舶に対する警戒警備や
患者・医薬品の搬送等に必要な個人防護具や水際対策用資器材等を整備するもの（感染性産業廃棄物処理経
費）

　　〔外国船舶監督官の防護服等の整備〕

新型インフルエンザワクチン製造株の調整や品質管理等に必要な経費

　　〔検疫体制の強化〕

検疫所における水際対策の強化を図るもの 【再掲】

　　〔税関職員の二次感染源予防対策〕

水際対策として税関職員の二次感染源予防対策に係る物品を購入するもの

　　〔警察における感染防護資機材等の整備〕

プレパンデミックワクチン（原液と製剤）の廃棄経費

　　〔感染症対策特別促進事業〕

新型インフルエンザ等対策特別措置法第28条に基づく特定接種に係る登録事業を実施するためのもの

　　〔感染症対策特別促進事業〕

新型インフルエンザを始めとした感染症の発生予防・まん延防止及び発生時に的確に対応するため、地域に
おける対策の検討及び訓練を実施するためのもの

　　〔ワクチン製造供給事業総合対策費〕

　　〔プレパンデミックワクチンの備蓄〕

プレパンデミックワクチンの原液（約１０００万人分）を備蓄する

プレパンデミックワクチンの原液の一部製剤化を実施する

国において購入したプレパンデミックワクチンの保管経費
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（単位：千円）

事　　　　　　　　項 担当府省
①

２６年度
概算要求額

②
２５年度
予算額

備考

○
厚生労働省 600,000 600,000 左記の内数

○ 厚生労働省 82,425 27,972

５．医療 3,308,314 3,302,384

○ 厚生労働省 0 当初予算：0
H24年度予備費：

13,442,615

○ 厚生労働省 75,323 83,908

○ 厚生労働省 0 11,468

○
厚生労働省 2,443,000 2,443,000 左記の内数

☆
○

厚生労働省 13,315 13,282

○ 厚生労働省 8,369 8,351

○ 厚生労働省 462 450

○ 厚生労働省 3,497 3,004 左記の内数

○ 厚生労働省 679,300 673,326 左記の内数

○ 厚生労働省 4,404 4,324

○ 消防庁 80,644 61,271 左記の内数

６．国民生活及び国民経済の安定の確保 15,297 16,997

○ 農林水産省 0 16,997

感染症指定医療機関運営費等関連経費（感染症患者への適切な医療の提供等）

感染症対策研修経費（感染症対策に必要な診断技術の研修等）

救急救命体制の整備・充実に要する経費（うちインフルエンザ等感染症対策）

　　〔緊急時における食料の安定供給対策事業〕

サプライチェーンを構成する食品産業事業者間で締結された協定の実効性を確保するため、複数の事業者が
共同で演習を実施するためのマニュアルを作成するためのもの。

　　〔緊急時に備えた食料の安定供給対策推進事業〕

　　〔医療従事者等研修事業〕

医療従事者や実検査機関職員を対象とした研修を実施するもの

　　〔感染症対策アドバイザー養成セミナー〕

感染症担当医や感染症の公衆衛生知識を有する行政官に対し、感染症臨床のみならず、疫学や法制度につい
て専門的知識を有するアドバイザーの養成を行い、地域における感染症担当者間の強化を図る

　　〔その他〕

感染症危機管理研修等事業（感染症対策に必要な人材の育成等）

国において購入した抗インフルエンザウイルス薬の保管経費

国において購入した抗インフルエンザウイルス薬の廃棄経費

　　〔保健衛生施設等施設・設備整備費〕

新型インフルエンザ患者を一般の医療機関においても受け入れることができるよう、病床や院内感染防止の
ための施設・設備（人口呼吸器等）に対する支援をおこなうもの

　　〔国民に対する普及啓発〕

新型インフルエンザ発生時において、国民が適切に行動できるよう、必要な情報を共有するための会議を開
催するとともに、適切な医療を提供するために必要な診察、治療に関する医療従事者向けの情報提供を実施
するもの【再掲】

　　〔その他〕

感染症予防事業費等負担金（感染症法に基づき、都道府県等が実施する、感染症の発生予防及びまん延の防
止に講じた事業に対する経費負担）

新型インフルエンザ等対策特別措置法第28条に基づく特定接種に係る登録事業者を管理するシステム構築の
ための経費

　　〔抗インフルエンザウイルス薬等の備蓄〕

抗インフルエンザウイルス薬を備蓄する
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（単位：千円）

事　　　　　　　　項 担当府省
①

２６年度
概算要求額

②
２５年度
予算額

備考

○ 農林水産省 15,297 0

７．研究費等 2,351,979 2,102,877

○ 厚生労働省 2,351,979 2,102,877 左記の内数

○ 厚生労働省 - -

H21年度に基金創設
（総額118,964百万円）

第2次事業(H23.8.19～H25.3.31)
基準額　77,926,046千円（3社）

17,320,704 10,078,216

（注）合計金額は、再掲（☆）を除いた額としている。内数含む。

　　〔未承認薬・新型インフルエンザ等対策基金〕

新型インフルエンザワクチン開発・生産体制整備臨時特例交付金

合　　　　　　計　（注）

　　〔厚生労働科学研究費補助金新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研究、新興・再興感染症及び予防接種政策

新型インフルエンザをはじめとした新興・再興感染症に関する予防法、診断法、治療法等の向上その他感染
症対策の推進に資することを目的とする研究

食品産業事業者等の策定した事業継続計画や事業者間の連携等に係る取組を整理。優良事例として周知普及
するためのもの。
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